別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：母子保健指導費　　　
	事業名: 二次周産期医療施設設備整備事業費補助金（地域医療再生臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　健康福祉部保健医療課母子・特定疾患係　電話番号：058-272-1111（内 2547）

　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,971千円（前年度予算額：14,813千円）
	要求内容


	１　要求の内容


二次周産期医療機関として、三次周産期医療機関に協力し、かかりつけ医がいない妊婦等の救急搬送に応じ、適切な治療を行うことができる環境を整備する。現有の機器のなかには、老朽化が著しいものもあり、現在の医療水準を維持するためには、更新を行う必要があるため、地域医療再生基金を活用して、財政的な支援を行う。
	２　所要経費


○補助対象経費：二次周産期医療施設として必要な医療機器等の備品購入費

○補助基準額：８，６７３千円

〇補助対象機関：下記の二次周産期医療機関

（補助率：事業費（基準額：８，６７２千円）の１／２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	
	事業費
	補助額

	松波総合病院
	１５，４６３
	４，３３６

	木沢記念病院
	６，８２５
	３，４１２

	郡上市民病院
	３，５６２
	１，７８０

	下呂温泉病院
	２，８８８
	１，４４３

	合計
	２８，７３８
	１０，９７１

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	14,813
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	14,813

	要求額
	10,971
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,971

	決定額
	10,971
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,971


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
二次周産期医療機関は、妊婦救急搬送マニュアルにおいて、かかりつけ医がいない（またはかかりつけ医が遠方）妊婦の救急搬送については、救急隊は搬送元から近い二次周産期医療機関に連絡することと定めており、その果たす役割は非常に大きい。高度で適切な医療を提供するため、設備整備は必須であるが、医療機器は非常に高価で医療機関の負担が大きいため、地域医療再生基金を活用して補助を行うことにより、医療機関の負担の軽減を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	各医療機関からの申請に基づく医療機器の購入に対する補助のため、指標を設定することはできない。



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　二次周産期医療機関の設備整備に対する補助を行う。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　今年度は4ヶ所の二次周産期医療機関に対し補助を行い、高度で適切な医療体制の維持に寄与している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　二次周産期医療機関は、三次周産期医療機関に協力し、かかりつけ医がいないまたは遠方の妊婦等の救急搬送の受け入れを行う機関として二次周産期医療機関の果たす役割は非常に大きい。そのため、本事業によって設備整備費の補助を行う必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	二次周産期医療機関に補助を行うことにより、高度で適切な医療体制を維持することができるため有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	地域医療再生計画に基づき、効率的に事業が実施されている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　地域医療再生基金終了後、機器整備に対する医療機関の負担が大きくなる。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
本事業は、平成２２年度より地域医療再生基金を活用して実施しており、これまでの４年間で必要な機器の整備を行ってきた。地域医療再生基金は平成２５年度で終了するため、本事業も今年度で終了する。



